
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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吉川町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
　財政力指数　：　ここ４年間で連続した伸びを示しており、０．６５となっている。類似団体平均を上回っている要
　　　　　　　　　　　因としては、１４か所からのゴルフ場利用税　（約２億６千万円）によるところが大きい。今後も
　　　　　　　　　　　歳入の確保に努める。
　経常収支比率　：　人件費や公債費の増加により９２．１％と類似団体平均を上回っている。１７年度の合併に
　　　　　　　　　　　　 伴い、人件費を見直すとともに、起債については新規借入れの抑制に努める。
　起債制限比率　：　１１年度に整備した健康福祉センター整備事業の償還費（約１億２千万円）により高くなって
　　　　　　　　　　　　 きており、１９年度をピークに減少に転ずるものと予想されるが、今後とも新規地方債の発行
　　　　　　　　　　　　 の抑制に努めていく。
　人口１人当たり地方債現在高　：　１１年度から１５年度にかけて整備した健康福祉センター整備事業等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９億７千万円）の借入れにより起債残高が高くなってきているが、今後は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業を見直し、地方債の借入れを抑制する。
　ラスパイレス指数　：　１５年度の９７．０から１ポイント減少し９６．０となり、給与抑制の成果が現れたが、類似
　　　　　　　　　　　　　　団体平均を２．９ポイント上回っている。１７年度の三木市との合併に当たって、給与の適
　　　　　　　　　　　　　　正な移行・調整を進める。
　人口1,000人当たり職員数　：　７年度から１３年度の人口急増期（約２０％）の行政需要の急速な増加に対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 するため、職員を採用（１３人増）したことにより類似団体平均を上回っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １７年度の合併に伴う事務事業の見直し等により職員数の適正化を図る。


